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付属A質問17(d)
データは、居住ケア（residential care）を受けている障害のある大人と子どもの数についてのみ入手可能である。

	期間
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020*

	大人の総数
	278,045
	283,215
	292,245
	296,885
	307,105
	312,265

	[bookmark: _Hlk197089403]身体状態(Somatic condition)
	67,055
	63,615
	60,595
	58,820
	58,305
	57,375

	老年精神疾患
	83,645
	85,770
	87,895
	92,335
	98,805
	101,445

	精神疾患
	9,440
	8,760
	8,485
	5,950
	5,955
	5,800

	身体障害(Physical disability)
	19,665
	20,940
	23,265
	25,475
	27,550
	28,835

	知的障害
	94,980
	100,880
	108,695
	111,005
	113,190
	115,575

	感覚障害
	3,260
	3,250
	3,310
	3,305
	3,305
	3,240

	子ども（0～17歳）の総数
	5,125
	7,465
	11,380
	11,040
	10,720
	10,485

	身体状態
	15
	30
	50
	45
	45
	35

	老年精神疾患
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	精神疾患
	5
	10
	10
	5
	5
	5

	身体障害
	215
	425
	570
	535
	515
	490

	知的障害
	4,650
	6,775
	10,520
	10,250
	9,970
	9,785

	感覚障害
	235
	225
	230
	205
	185
	170



付属B：質問22(f)
初等特別教育（PSE: primary special education）および中等特別教育（SSE: secondary special education）の子どもの数

表．  教育タイプ別生徒数、児童数
	期間
	PSE
	SSE

	2017
	29,872
	37,66

	2018
	30,868
	37,566

	2019
	32,069
	37,75

	2020
	32,589
	37,621

	2021
	33,608
	37,998


出典：DUO 1 Cijferbestanden PO 2010-2021
（訳注　DUO: Dienst Uitvoering Onderwijs　教育・文化・科学省教育行政機構）
（訳注　表中、2017年、2019年のSSEの数字は、誤記と思われる。）

付属C：質問24(b)

	障害者ケア施設
	21年
1月
	21年
3月
	21年
5月
	21年
7月
	21年
9月
	21年10月
	22年
1月
	22年
3月
	22年
5月
	22年
7月
	22年
8月

	緊急
	0
	6
	6
	4
	3
	8
	8
	8
	7
	7
	7

	入所が必要（Active places）
	0
	457
	497
	458
	494
	525
	498
	532
	452
	449
	590

	積極的に待機(Acti-vely waiting)
	465
	22
	6
	5
	4
	3
	0
	0
	0
	0
	0

	積極的待機ではない
	2,010
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	希望する（特定の）場所待ち
	0
	1,837
	1,604
	1,354
	1,341
	1,333
	1,333
	1,356
	1,319
	1,314
	1,348

	合計
	2,475
	2,322
	2,113
	1,821
	1,842
	1,869
	1,839
	1,896
	1,778
	1,770
	1,935



付属D：質問25(a)

労働への参加に関する統計 
	2020年の障害のある人の労働への参加　各年齢集団の人口（entire sub-population）のうち

	
	
	合計
	軽度の障害
	重度の障害

	15歳～年金年齢＊
	42.6%
	67.4%
	32.2%

	
	15歳～年金年齢＊＊
	41.4%
	69.5%
	30.6%

	
	- 男性＊＊
	45.8%
	73.5%
	35.9%

	
	- 女性＊＊
	37.8%
	66.5%
	25.9%

	15～74歳
	37.5%
	57.6%
	28.8%

	15～22歳
	39.7%
	50.0%
	33.3%

	15～24歳
	43.0%
	50.8%
	37.6%

	15～26歳
	44.3%
	53.2%
	38.1%

	55～64歳
	36.3%
	67.4%
	26.9%

	55歳～年金年齢
	34.3%
	64.7%
	25.2%


出典： CBS 2021：労働力参加と労働市場からの距離（distance） 2020年
（訳注　CBS: Centraal Bureau voor de Statistiek　中央統計局）












	2020年　障害のある人の失業率　労働人口のうち

	
	
	合計
	軽度の障害
	重度の障害

	15歳～年金年齢＊
	7.2%
	6.7%
	7.6%

	
	15歳～年金年齢＊＊
	7.0%
	6.4%
	7.4%

	
	- 男性＊＊
	6.3%
	5.5%
	7.3%

	
	- 女性＊＊
	7.4%
	7.2%
	8.2%

	15～74歳
	7.1%
	6.6%
	7.3%

	15～22歳
	11.8%
	12.0%
	11.5%

	15～24歳
	13.3%
	16.7%
	10.3%

	15～26歳
	15.0%
	14.0%
	14.0%

	55～64歳
	4.6%
	4.3%
	4.8%

	55歳～年金年齢
	4.7%
	4.0%
	4.5%


出典：CBS 2021：労働力参加と労働市場からの距離 2020年 
障害のある人の労働力参加に関するデータは、労働力調査（EBB-SILC）に基づいている。この調査では、障害の有無に関する質問は、労働の遂行（就労している人の場合）または労働の獲得（就労していない人の場合）に影響を及ぼす病気または長期の異常(disorder)による機能障害（impairment）の程度を指している。障害の種類については区別していないが、回答者の自己申告に基づき、軽度障害と重度障害に区別している。表示されている年齢帯は、「労働力参加と労働市場からの距離」の表に含まれるすべてのカテゴリーである。それ以上の内訳はない。
*)2020年、年金の受給年齢は66歳4カ月であった。
**)男女別内訳は、「15歳から年金受給年齢までで教育を受けていない」グループについてのみ入手可能である。完全性を期すため、合計値と男女別の値を示した。

就労している労働者のうち、支援雇用（supported employment）の契約を結んでいる人と、「就職していない」の人のプロフィール（2021年の最終数値）
	2015年、「社会雇用法」（Wet sociale werkvoorziening、WSW）は新規申請者に対して閉鎖された。それ以降、新規申請者は、賃金補助（wage subsidy）や「保護雇用」（sheltered employment）の提供など、職業上の障害のある人のための手段を含む「参加法」（Participation Act）の対象となった。2014年12月31日にすでにWSWの下で雇用されていた人々は、その権利を維持した。以下の表は、2021年末時点で、WSWまたは保護雇用（参加法に基づく）のいずれかで就労していた障害のある人に関する入手可能な情報を示している。
社会雇用法（WSW）

	

	

	
	
	内部配置
	出向
	雇用
	支援雇用
	非就労

	年齢
	
	
	
	
	
	

	27歳未満
	
	1%
	1%
	1%
	1%
	1%

	27～45歳未満
	23%
	26%
	23%
	41%
	25%

	45歳以上
	77%
	73%
	76%
	57%
	74%

	平均年齢
	51.7
	50.8
	51.9
	47
	51.4

	障害の種類
	
	
	
	
	

	身体
	25%
	25%
	25%
	22%
	28%

	知的
	40%
	39%
	40%
	34%
	31%

	精神
	32%
	32%
	32%
	43%
	40%

	その他
	
	2%
	3%
	3%
	1%
	2%

	職業障害
	
	
	
	
	
	

	中程度
	80%
	87%
	82%
	84%
	81%

	重度
	
	20%
	13%
	18%
	16%
	19%

	合計
	
	100%
	100%
	100%
	100%
	100%

	
	
	(n=38,341)
	(n=24,480)
	(n=62,821)
	(n=4,735)
	(n=6,095)

	出典：Panteia（2022年）、WSW統計、2021年年次報告書





	参加法に基づく保護雇用を提供された人（性・年齢別）（n=5,090）
	

	性別
	男性
	女性
	

	
	66.2%
	33.8%
	

	年齢
	
	
	

	15歳から27歳未満
	46.0%
	48.1%
	

	27歳から35歳未満
	9.4%
	9.2%
	

	35歳から45歳未満
	12.8%
	12.8%
	

	45歳から55歳未満
	17.5%
	16.0%
	

	55歳から年金受給年齢まで
	14.3%
	13.9%
	

	出典：オランダ統計局 (2022) https://opendata.cbs.nl/#/CBS/nl/dataset/84511NED/table?dl=6B2A8
	




労働への参加　–　対象グループ登録／雇用契約　
表7.4 	参加法の対象者名簿に記載されている人々のうち、就労している人数と割合（12月末）
	 
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020

	参加法の対象者名簿に記載された人数
	22,700
	35,000
	54,200
	69,700
	84,200
	95,600

	そのうち、就労中の人数
	4,500
	9,200
	21,100
	31,300
	39,100
	43,300

	その割合
	19.8%
	26.2%
	38.9%
	44.9%
	46.4%
	45.3%


出典：2021年 職業障害のある人の労働参加に関するUWVモニター
（訳注　UWV: Uitvoeringsinstituut Werknemersverzekeringen  The Employee Insurance Agency　オランダ労働者保険事業団。失業者や職業障害の人の支援、および雇用に関する問題についての雇用主の支援などをおこなう自治行政当局である。）

表7.5	参加法の対象者名簿に記載されている人々のうち、働いている人の割合*（カテゴリー別）
	 
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019**
	2020**

	性別
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	男性
	21%
	28%
	42%
	48%
	49.5%
	48.4%

	女性
	19%
	24%
	34%
	40%
	41.7%
	40.5%

	
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	年齢層
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	20歳未満
	32%
	36%
	48%
	54%
	54.4%
	51.7%

	20-24歳
	27%
	33%
	41%
	47%
	48.5%
	47.9%

	25-34歳
	18%
	26%
	39%
	45%
	45.4%
	44.9%

	35-44歳
	11%
	18%
	35%
	41%
	43.8%
	43.2%

	45-54歳
	9%
	15%
	31%
	38%
	40.2%
	40.2%

	55歳以上
	5%
	9%
	26%
	34%
	37.6%
	36.7%

	
	
	
	
	
	
	

	参加法でのサブグループ
	
	
	
	
	
	

	就労合意の表示
	13%
	23%
	32%
	35%
	36.4%
	35.9%

	   WSW待機リストに載っていない
	23%
	30%
	38%
	41%
	41.3%
	40.1%

	   WSW待機リストに記載
	10%
	14%
	17%
	18%
	19.0%
	18.6%

	中等特別教育／実技教育
	48%
	41%
	50%
	55%
	55.1%
	53.5%

	Wajong給付を拒否され、労働能力なし、短期の障害
	9%
	9%
	13%
	16%
	16.1%
	15.3%

	Wajong給付を拒否された人で仮登録中の人
	21%
	28%
	31%
	36%
	34.5%
	33.4%

	実技ルートのみ経由した人
	
	
	89%
	86%
	80.8%
	74.7%

	規定による法定最低賃金の人
	
	
	
	
	52.8%
	55.2%

	
	
	
	
	
	
	

	参加法の対象者名簿に記載されている人のうち、働いている人の合計
	20%
	26%
	39%
	45%
	46.4%
	45.3%


* 就労者の割合＝それぞれの集団に占める就労者の割合。 
** 2019年と2020年については、2020年の変化をより分かりやすくするため、小数点以下の数字を1つ入れて表示している。
（訳注　Wajong: Wet arbeidsongeschiktheidsvoorziening jonggehandicapten　若年時障害援助法　17歳までに障害を負ったか、あるいはそれ以降でも学生の時に受障した人が対象である。）

若年時障害援助法（Wajong法）対象者の労働参加率
表2.3	Wajong法対象者の特徴（2020年末時点）
	 
	部分的な労働能力あり
	長期的な労働能力あり＊
	合計

	性別
	
	
	

	男性
	58%
	53%
	55%

	女性
	42%
	47%
	45%

	 
	
	
	

	年齢層
	
	
	

	18-19歳
	0%
	3%
	2%

	20-24歳
	4%
	10%
	7%

	25-34歳
	59%
	26%
	41%

	35-44歳
	23%
	22%
	22%

	45-54歳
	9%
	20%
	15%

	55歳以上
	5%
	19%
	13%

	
	
	
	

	診断区分
	
	
	

	不明＊＊
	2%
	17%
	10%

	既知
	98%
	83%
	90%

	そのうち：
	
	
	

	  発達障害
	65%
	56%
	61%

	  精神疾患（合計）
	19%
	23%
	21%

	  身体障害
	16%
	21%
	18%

	
	
	
	

	合計
	111,700
	131,400
	243,100


	* Wajong2015を含む。（訳注　「長期的な労働能力」とだけ書かれている。）
** 2015年以降、Wajong法の適用を受けるすべての人がここに含まれる。

表2.4	Wajong法の対象となる人のうち、働いている人の数と割合* 

	
	
	人数
	
	
	パーセント
	

	12月末 
	通常の雇用主
	保護雇用または保護雇用経由
	合計
	通常の雇用主
	保護雇用または保護雇用経由
	合計

	2008
	20,600
	25,400
	46,000
	11.5%
	14.2%
	25.7%

	2009
	21,900
	25,600
	47,600
	11.4%
	13.4%
	24.8%

	2010
	24,800
	25,600
	50,400
	12.1%
	12.5%
	24.6%

	2011
	28,600
	25,400
	54,000
	13.2%
	11.7%
	25.0%

	2012
	27,700
	25,300
	53,000
	12.2%
	11.2%
	23.4%

	2013
	27,900
	25,100
	53,100
	11.7%
	10.5%
	22.2%

	2014
	30,300
	25,300
	55,600
	12.1%
	10.1%
	22.2%

	2015
	32,400
	24,000
	56,400
	13.1%
	9.7%
	22.8%

	2016
	34,900
	22,900
	57,800
	14.3%
	9.4%
	23.7%

	2017
	37,300
	21,900
	59,200
	15.5%
	9.1%
	24.7%

	2018
	39,200
	21,100
	60,300
	16.6%
	9.0%
	25.6%

	2019
	38,900
	19,900
	58,800
	16.8%
	8.6%
	25.4%

	2020
	36,400
	19,000
	55,400
	16.0%
	8.4%
	24.4%


	*パーセンテージは、各年のWajong法とWajong法 2010の対象者総数に対するもの。

表2.5	Wajong法対象者の労働参加状況（労働能力別、その他の区分別）（2020年末時点）

	
	
	就労中
	
	

	
	通常の雇用主
	保護雇用または保護雇用経由
	就労中　計
	就労していない

	性別
	
	
	
	

	男性
	35%
	19%
	54%
	46%

	女性
	27%
	13%
	40%
	60%

	
	
	
	
	

	年齢層
	
	
	
	

	20-24歳
	36%
	2%
	37%
	63%

	25-34歳
	35%
	6%
	41%
	59%

	35-44歳
	32%
	20%
	52%
	48%

	45-54歳
	20%
	50%
	70%
	30%

	55歳以上
	10%
	77%
	86%
	14%

	
	
	
	
	

	診断区分
	
	
	
	

	  不明
	18%
	53%
	70%
	30%

	  発達障害
	32%
	18%
	51%
	49%

	  精神疾患（合計）
	26%
	6%
	32%
	68%

	  身体障害
	36%
	19%
	55%
	45%

	 
	
	
	
	

	合計
	32%
	17%
	48%
	52%


	*この年齢層では就労率が相対的に高い。それは、Wajong法の対象で50歳以上で働いていない人は、通常、労働能力なしと評価されるためである。（訳注　表には＊印がないが、「年齢　55歳以上」のところに付けるものと思われる。）。


表3.1	労働能力をもち、就労しているWajong法対象者の数と割合
	 
	人数
 
	パーセント＊
 

	 
	通常の雇用主
	保護雇用または保護雇用経由
	合計
	通常の雇用主
	保護雇用または保護雇用経由
	合計

	2014**
	27,900
	22,800
	50,700
	23.7%
	19.3%
	43.0%

	2015**
	30,300
	22,300
	52,600
	25.7%
	19.0%
	44.7%

	2016**
	32,800
	21,900
	54,700
	28.2%
	18.8%
	47.0%

	2017
	34,900
	21,500
	56,300
	30.3%
	18.6%
	48.9%

	2018
	36,900
	20,800
	57,700
	32.4%
	18.3%
	50.7%

	2019
	37,000
	19,600
	56,600
	33.0%
	17.5%
	50.4%

	2020
	35,200
	18,800
	54,000
	31.6%
	16.8%
	48.4%


	*2014年～2016年のパーセンテージは、当該年のwajong対象者のうち、2017年末時点で労働能力があると評価されたWajong法の対象者数に対するもの。2017年以降は当該年度末の最新状況を使用。
**2014年から2016年の数字は評価・判定（indicative）であるため、斜体で示されている。








表3.3	Wajong法の適用を受ける自営業者の人数*
	
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020

	人数
	
	
	
	
	
	
	

	自営業のみ
	1,330
	1,630
	2,100
	2,350
	2,740
	3,130
	3,570

	自営業と有給雇用の組み合わせ
	350
	490
	610
	770
	1,000
	1,050
	1,100

	自営業の合計
	1,670
	2,120
	2,710
	3,120
	3,740
	4,180
	4,670

	
	
	
	
	
	
	
	

	パーセント
	
	
	
	
	
	
	

	Wajong（労働能力あり）
	1.8%
	2.2%
	2.6%
	3.0%
	3.5%
	3.8%
	4.1%

	Wajong2010（労働能力あり）
	0.8%
	1.2%
	1.7%
	2.3%
	3.0%
	3.6%
	4.3%

	合計（労働能力あり）
	1.4%
	1.8%
	2.3%
	2.7%
	3.3%
	3.7%
	4.2%


	*2014年から2016年の数字は評価・判定（indicative）であるため、斜体で示されている。2019年および2020年の数値は、暫定的な評価に基づくものであり、従ってこれも指示である。四捨五入の関係上、合計が各項目の合計と異なる場合がある。

















　労働参加の推移：WGAと「35％未満のWIA」（2008年と2020年）
表4.2	WGAと「WIA35％未満」の新規申請者のカテゴリー	内訳（2008年と2020年）
	 
	 満額WGA
	部分WGA
	 35％未満のWIA 

	 
	2008
	2020
	2008
	2020
	2008
	2020

	合計
	15,600
	29,000
	4,600
	9,200
	14,000
	17,500

	
	
	
	
	
	
	

	性別
	
	
	
	
	
	

	男性
	45%
	42%
	55%
	49%
	46%
	42%

	女性
	55%
	58%
	45%
	51%
	54%
	58%

	
	
	
	
	
	
	

	年齢
	
	
	
	
	
	

	44歳まで
	49%
	43%
	38%
	35%
	53%
	45%

	45-54歳
	32%
	26%
	35%
	27%
	31%
	26%

	55歳以上
	19%
	31%
	27%
	39%
	16%
	29%

	
	
	
	
	
	
	

	診断 
	
	
	
	
	
	

	精神疾患
	32%
	38%
	32%
	46%
	45%
	47%

	筋骨格系に影響する疾患
	21%
	31%
	21%
	18%
	21%
	21%

	その他の状態[footnoteRef:1] [1:  　以前には、「その他の状態」には診断名不明が含まれていた。2020年には、「満額WGA」と「35％未満WIA」の「不明」の割合が比較的高かった。このため、精神疾患と筋骨格系に影響する疾患の割合に偏りが生じている。そこで2008年のパーセンテージは計算し直し、「不明」を除いた。] 

	47%
	31%
	47%
	36%
	34%
	32%

	
	
	
	
	
	
	

	背景
	
	
	
	
	
	

	元従業員
	49%
	48%
	66%
	58%
	52%
	56%

	セーフティネット給付の元受給者 
	51%
	52%
	34%
	42%
	48%
	44%


（訳注　表中に出てくるWGA、WIAについては、原文には説明がないが、それぞれのオランダ語の名称とそれに基づく訳語は以下である。。
　・WGA: Werkhervatting Gedeeltelijk Arbeidsongeschikten　「就労能力不十分者の生活保障給付」
　・WIA: Wet werk en Inkomen naar Arbeidsvermogen　「障害年金」　訳としてはほかに、「労働・所得（労働能力）法」、「障害保険法」、「障害給付法令」などが使われている。）
（訳注　WIA給付は慢性疾患や障害のために労働能力が低下している人への給付で、主にWGAとIVAの２種類がある。WGAは現在または将来ある程度働ける人が対象で、IVAは働くことがほとんど不可能な人が対象とされる。給付額は受給期間や給料などにより異なる。）

表4.3	「手続き中」（file in progress）の職業障害のある就労者数と割合（2008-2020）* 

	
	2008
	2010
	2012
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020

	就労者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	満額WGA
	6,400
	8,900
	9,200
	8,800
	8,800
	9,800
	10,300
	11,800
	12,000
	12,000

	部分WGA
	6,500
	11,000
	16,000
	18,700
	20,400
	22,700
	25,000
	27,800
	29,700
	30,100

	35％未満WIA
	6,600
	18,900
	34,000
	36,200
	36,200
	35,300
	34,800
	34,500
	33,200
	33,400

	障害保険法(WAO)
	127,200
	104,400
	83,200
	65,600
	58,200
	53,000
	48,300
	44,100
	40,000
	34,800

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	就業人口の割合
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	満額WGA
	19.0%
	14.7%
	10.9%
	8.4%
	8.0%
	8.4%
	8.4%
	9.0%
	8.8%
	8.2%

	部分WGA
	55.6%
	51.3%
	46.7%
	42.5%
	43.0%
	43.9%
	44.8%
	46.9%
	47.2%
	46.3%

	WIA 35％未満
	49.3%
	46.1%
	44.7%
	40.8%
	42.6%
	44.8%
	47.1%
	49.7%
	50.2%
	48.5%

	障害保険法（WAO）
	22.8%
	21.5%
	20.5%
	19.1%
	18.5%
	18.1%
	17.7%
	17.4%
	16.9%
	16.2%


* 2009年、2011年、2013年は実務的理由により除外した。
（訳注　WAO: Wet op de Arbeidsongesheiktheidsverzekering）


表4.4	「手続き中」の人の有給雇用への参加（経歴特性別）（2020年）
	 
	 満額WGA
	部分WGA
	 35％未満のWIA 

	合計
	8.2%
	46.3%
	48.5%

	
	
	
	

	性別
	
	
	

	男性
	8.3%
	45.8%
	44.9%

	女性
	8.1%
	46.8%
	51.1%

	
	
	
	

	年齢
	
	
	

	44歳まで
	9.9%
	46.3%
	53.7%

	45-54歳
	8.1%
	48.0%
	52.6%

	55歳以上
	6.5%
	45.3%
	36.2%

	
	
	
	

	診断 
	
	
	

	精神疾患
	7.2%
	39.1%
	49.6%

	筋骨格系に影響する疾患
	6.6%
	42.8%
	45.2%

	その他の状態
	10.8%
	57.1%
	49.7%

	
	
	
	

	経歴
	
	
	

	元従業員
	12.3%
	58.1%
	65.3%

	セーフティネット給付の元受給者 
	5.7%
	33.8%
	28.4%




表4.5	WGAの給付を受けることができる自営業者[footnoteRef:2] [2: 　所得がマイナスの人もカウントした。税務当局が毎年発表する数字には、常に前年の暦年の最新の数字が記載されている。我々はこの更新された数字を使用している。その結果、2014年から2020年までの表中のパーセンテージの一部は、以前のモニター発表と異なっている。] 

	
	2014
	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020

	満額WGA
	1.7%
	1.9%
	2.1%
	2.2%
	2.3%
	2.5%
	2.6%

	部分WGA
	5.9%
	6.4%
	6.9%
	7.3%
	7.7%
	8.1%
	8.3%


　
表4.6	自営業者の内訳（2020年） 
	 
	 満額WGA
	部分WGA

	合計
	2.6%
	8.3%

	
	
	

	性別
	
	

	男性
	2.7%
	7.8%

	女性
	2.5%
	8.9%

	
	
	

	年齢
	
	

	44歳まで
	3.4%
	10.7%

	45-54歳
	2.7%
	9.8%

	55歳以上
	1.6%
	6.0%

	
	
	

	診断 
	
	

	精神疾患
	2.6%
	9.7%

	筋骨格系に影響する疾患
	2.2%
	7.8%

	その他の状態
	2.7%
	7.0%

	
	
	

	背景
	
	

	元従業員
	2.3%
	6.6%

	セーフティネット給付の元受給者 
	2.7%
	10.1%



（翻訳：佐藤久夫、岡本 明、松井亮輔）
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